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特別職報酬等審議会の設置根拠 

 

〇京都市執行機関の附属機関の設置等に関する条例（抄） 

（趣旨） 

第１条 この条例は、法律又は他の条例で別に定めるもののほか、執行機関の附属機関の

設置等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 市長及び教育委員会（以下「市長等」という。）に附属機関を置き、その名称、

担任する事務並びに委員の定数及び任期は、市長の附属機関にあっては別表第１、教育

委員会の附属機関にあっては別表第２のとおりとする。 

別表第１ 

名称 担任する事務 委員の定数 委員の任期 

京都市特別職

報酬等審議会 

市会議員の議員報酬の額並びに市長及び副市

長の給料の額に関する事項について、市長の

諮問に応じ、調査し、及び審議すること。 

10 人以内 ２年 

 

〇京都市特別職報酬等審議会規則（抄） 

（趣旨） 

第 1 条 この規則は、京都市執行機関の附属機関の設置等に関する条例第８条の規定に基

づき、京都市特別職報酬等審議会（以下「審議会」という。）に関し必要な事項を定め

るものとする。 

（意見の聴取） 

第 2 条 市長は、市会議員の議員報酬の額並びに市長及び副市長の給料の額（以下「議員

報酬等の額」という。）に関する条例を議会に提案しようとするときは、あらかじめ当

該議員報酬等の額について審議会の意見を聴くものとする。 

２ 市長は、前項に規定する場合のほか、京都市人事委員会が地方公務員法第 26 条の規

定に基づく給料表に関する勧告等をしたときは、議員報酬等の額について審議会の意見

を聴くものとする。 

（会長） 

第３条 審議会に、会長を置く。 

２ 会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは、あらかじめ会長の指名する委員がその職務を代理する。 

（招集、定足数等） 

第４条 審議会は、会長が招集する。ただし、会長及びその職務を代理する者が在任しな

いときの審議会は、市長が招集する。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対して、意見の陳述、説明そ

の他の必要な協力を求めることができる。 

（庶務） 

第５条 審議会の庶務は、行財政局において行う。 

（補則） 

第６条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が定め

る。 
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特別職報酬等審議会の流れ 

 
市長 特別職報酬等審議会 

  

 
 

・市長・副市長の給料額、議員の

報酬額に関する条例を議会に提

案しようとするとき 

・市人事委員会が給料表に関する

勧告をした場合      等 

 

審議会の開催 
あらかじめ 

意見聴取 

改定不要 ※審議会への諮問の必要性なし 

・給料・報酬の改定額・改定時期

等に関する諮問準備 

諮  問 
 

審議会の開催 

 

 

給料・報酬の改定の必要性

について審議 

給料・報酬の改定額・改定

時期等について審議 答  申 

答申を踏まえて検討。条例改正を

必要とする場合、議会に改正案を

提案 

【特別職の報酬等について（抄）】（昭和 39 年 5 月 28 日自治給第 208 号 自治事務次官通知）  

２ 都道府県知事は、都道府県議会議員の報酬の額に関する条例を議会に提出しようとす

るときは、あらかじめ当該報酬の額について、審議会の意見を聞かなければならないも

のとすること。 
  なお、知事、副知事及び出納長の給料の額についても同様の手続により措置すること

が適当であること。 
 ※ 市についても同様の措置を講ずるものとされている。 
 
【特別職の職員の給与について（抄）】（昭和 43 年 10 月 17 日自治給第 94 号 行政局長通知） 

 三役および議会の議員の給与につき審議会に諮問を行うに際しては、人口、財政規模等

が類似している他の地方公共団体における特別職の職員の給与額、当該地方公共団体にお

ける特別職の職員に関するここ数年来の給与改定の経緯および一般職の職員の給与改定

の状況等に関して・・・（資料）を提出し、審議会において充分な審議が行われ、適正な給

与額の答申がなされるよう配意すること。 
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特別職の位置付けと市長・副市長の職務・職責 

 

一般職と特別職について（参考：橋本勇「新版 逐条地方公務員法」） 

 一般職 特別職 

指揮命令

関係 

上司の命令に従って職務を遂行 法律や自己の学識経験等に従って

自らの判断と責任で職務を遂行 

専務職 もっぱら地方公務員としての職務

に従事する。 

他の職務を有することも妨げられ

ない 

終身職 定年に達するまでの勤務が想定 一定の任期が定められている 

成績主義 受験成績、勤務成績など、客観的な

能力の実証に基づいて採用、昇任

などが行われる 

選挙、任命権者との信頼関係、特定

の知識経験などに基づいて当該職

に就く 

政治職 政治的な中立性が要求される 必ずしも政治的な中立性が要求さ

れるわけではない 

 

市長・副市長について（参考：松本英昭「新版 逐条地方自治法」） 

 市 長 副市長 

選 任 公選 市長が議会の同意を得て選任 

任 期 4 年 4 年 

退 任 ・失職 

・退職申出 

・住民の解職請求 

・議会の不信任決議 

・失職 

・退職申出 

・住民の解職請求 

・市長による解職 

職 務 ・市を統轄し代表 

・市の事務の管理、執行 

・市長を補佐し、市長の命を受け

政策及び企画をつかさどる 

・職員の担任する事務の監督 

・市長からの委任を受け、その権

限に属する事務の一部を執行 

・市長の職務の代理 
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市会議員の職務・職責 

 

１ 市会の権限 ※詳細は、「私たちの市会」（Ｐ６～Ｐ９）参照 

議決権、選挙権、同意権、検査権・監査の請求権、調査権、意見書の提出権

及び諮問への答申権、請願・陳情受理権、自律権 

 

２ 議員及び議長・副議長 

⑴ 議員 

定数 ６７名 

選任 公選 

任期 ４年 

身分 特別職の公務員 

身分の喪失 

(主なもの) 

・任期満了 

・辞職（議会の許可が必要） 

・除名（議会の議決による） 

・住民による解職請求 

・議会の解散 

 

⑵ 議長・副議長 

 議長 副議長 

選任 議員の中で選挙 

任期 議員の任期による 

職務権限 ・議場の秩序の保持 

・議事の整理 

・市会の事務の統理 

・市会を代表 

・議長の代理 

 

３ 議員の活動内容  

⑴ 議会活動 

 開催回数又は日数 

定例会 １回（３１６日）※通年議会 

本会議 ２１回 

常任委員会（５つ） １１２回（毎月２回程度） 

特別委員会 ７８回 

市会運営委員会 ２５回 

※ その他の会議（理事会等）あり。 

※ 数値は令和５年度実績 

※ 特別委員会の分科会を開催する場合は、それぞれの開催回数を 

計上している。 
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⑵ 議員活動  

会派活動、研修会、議案や質問に関する調査・研究、委員会ごとの他都市

調査、市主催行事への参加、各種団体会議・行事への参加、施策研究、市民

相談等 

 

⑶ 正副議長公務（上記⑴の議会活動を除く） 

 日数 件数 

議長 １７８日（３９日） ２２６件（５４件） 

副議長 １１６日（３２日） １６５日（３７件） 

※ ( )内は土日祝祭日 

※ 数値は令和５年度実績 
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本市特別職に支給される月例給等の種類 

 

 市長・副市長 議員 

月例給 給料 報酬 

 地域手当（※） ― 

特別給 期末手当 期末手当 

退職時 退職手当 ― 

 ※市長、副市長の地域手当の支給は一般職の職員と同様 

  地域手当＝給料月額×支給割合（10％…国基準と同様） 

 

 

地域手当について 

 ・ 地域の民間賃金水準を公務員給与に適切に反映するため、物価等も踏まえつつ、

主に民間賃金の高い地域（市町村単位）に勤務する職員に支給される手当 

 ・ 国家公務員については異動の円滑化の観点から、支給地域を原則、都道府県単

位に広域化し、京都市域に勤務する国家公務員の支給割合は 8％に見直し（令和

7 年 4 月：9％、8年 4月：8％） ※本市の対応については検討中 

 

審議会での審議事項 
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本市特別職の給料・報酬の減額状況 

 

１ 市長・副市長 

期間 市 長 副市長 

平成 13 年 3 月～ 

平成 20 年 12 月 
△15％ △10％ 

平成 21 年 1 月～ 

令和 3 年 3 月 
△20％ △12％ 

令和 3 年 4 月～ 

令和 6 年 3 月 
△30％ △15％ 

令和 6 年 4 月～ 

令和 7 年 3 月 
△30％ △12％ 

 ※ 減額の対象は、給料、地域手当及び期末手当 

 

２ 議員（議長、副議長を含む。） 

期 間 報酬 

平成 13 年 4 月～ 

平成 20 年 3 月 
△5％ 

平成 21 年 4 月～ 

平成 23 年 3 月 
△5％ 

平成 23 年 4 月～ 

平成 31 年 3 月 
△10％ 

令和元年 6 月～ 

令和 4 年 3 月 
△10％ 

令和 4 年 4 月～ 

令和 5 年 3 月 
△15％ 

令和 6 年 1 月～ 

令和 9 年 3 月 

（現任期） 

△20％ 

 ※ 別途、期末手当について、令和２年６月支給分は△１５％、令和３年６月及び

１２月支給分は△７．５％の減額を実施 
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一般職の給与決定の方法と本市給与勧告の状況 

 

１ 給与決定の方法 

 地方公務員法（抄） 

（情勢適応の原則） 

第１４条 地方公共団体は、この法律に基いて定められた給与、（中略）が社会一般の情勢に適

応するように、随時、適当な措置を講じなければならない。 

２ 人事委員会は、随時、前項の規定により講ずべき措置について地方公共団体の議会及び長

に勧告することができる。 

 

（給与、勤務時間その他の勤務条件の根本基準） 

第２４条（略） 

２ 職員の給与は、生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給

与その他の事情を考慮して定められなければならない。 

 

（給料表に関する報告及び勧告） 

第２６条 人事委員会は、毎年少くとも一回、給料表が適当であるかどうかについて、地方公

共団体の議会及び長に同時に報告するものとする。給与を決定する諸条件の変化により、給

料表に定める給料額を増減することが適当であると認めるときは、あわせて適当な勧告をす

ることができる。 

 

２ 本市人事委員会勧告の状況 

令和６年度の人事委員会の報告及び勧告のポイント 

 

 

 

 

 

  ※令和６年度の人事委員会勧告を踏まえた給与改定案については、関係条例を市会に提案中 

  

１ 本市職員給与が市内民間給与を 8,921 円（2.23％）下回っていることから、給料表を

引上げ【令和 6年 4月から実施】 

２ 期末手当及び勤勉手当（ボーナス）の年間支給月数を 0.10 月分引上げ 

4.50 月→4.60 月【条例公布の日から実施】 
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（近年の人事委員会勧告の内容） 

年 
月 例 給 期末・勤勉手当 平均年間給与の増減 

公 民 較 差 改定 支給月数 改定 増減額 増減率 

H26 948 円 (0.24％) 給料表引上げ 4.10 月 ＋0.15 月 7.6 万円 1.2％ 

H27 1,195 円 (0.30％) 給料表引上げ 4.20 月 ＋0.10 月 5.9 万円 0.9％ 

H28 62 円 (0.02％) ― 4.30 月 ＋0.10 月 4.0 万円 0.6％ 

H29 36 円 (0.01％) ― 4.40 月 ＋0.10 月 4.0 万円 0.6％ 

H30 40 円 (0.01％) ― 4.45 月 ＋0.05 月 2.0 万円 0.3％ 

R1 392 円 (0.10％) 給料表引上げ 4.50 月 ＋0.05 月 2.7 万円 0.4％ 

R2 △42 円 (△0.01％) ― 4.45 月 △0.05 月 △2.0 万円 △0.3％ 

R3 △35 円 (△0.01％) ― 4.30 月 △0.15 月 △5.9 万円 △0.9％ 

R4 108 円 (0.03％) ― 4.40 月 ＋0.10 月 3.9 万円 0.6％ 

R5 3,770 円 (0.95％) 給料表引上げ 4.50 月 ＋0.10 月 10.2 万円 1.6％ 

R6 8,921 円 (2.23％) 給料表引上げ 4.60 月 ＋0.10 月 18.8 万円 2.9％ 

（注）1 期末・勤勉手当の支給月数は、改定後の月数である。 

   2 平均年間給与は、事務・技術職員の給与である。 

 

（参 考） 令和６年度人事院勧告の状況 

 〇月例給 官民較差：11,183 円（2.76％） 

   採用市場での競争力向上のため、初任給を大幅に引上げ 

   若年層に特に重点を置きつつ、全ての職員を対象に全俸給表を引上げ改定 

 〇期末・勤勉手当 

   年間 4.50 月分→4.60 月分 

-14-



10
0.

0

10
1.

1

10
1.

8
10

2.
1

10
2.

1
10

2.
1

10
2.

1

99
.0

99
.0

98
.6

98
.6

93
.8

93
.8

93
.7

93
.7

93
.5

93
.2

93
.2

93
.5

93
.7

91
.9

91
.9

91
.9

92
.0

92
.0

92
.0

92
.0

92
.8

10
0.

0
10

0.
0

10
0.

0
10

0.
0

10
0.

0
10

0.
0

10
0.

0
10

0.
0

10
0.

0
10

0.
0

10
0.

0
10

0.
0

10
0.

0
10

0.
0

10
0.

0
10

0.
0

10
0.

0
10

0.
0

10
0.

0
10

0.
0

10
0.

0
10

0.
0

10
0.

0
10

0.
0

10
0.

0
10

0.
0

10
0.

0
10

0.
0

90
.0

92
.0

94
.0

96
.0

98
.0

10
0.

0

10
2.

0

10
4.

0

H8
H9

H1
0

H1
1

H1
2

H1
3

H1
4

H1
5

H1
6

H1
7

H1
8

H1
9

H2
0

H2
1

H2
2

H2
3

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

R1
R2

R3
R4

R5

特
別
職
と
一
般
職
の
累
積
給
与
改
定
率
の
比
較
（
制
度
値
）

一
般
職

特
別
職

・
平
成

8年
を

10
0と

し
、
毎
年
の
給
与
改
定
率
を
積
算
し
た
数
値
を
示
す
。

・
改
定
率
・
・
・
人
事
委
員
会
勧
告
に
基
づ
く
公
民
較
差
（
民
間
給
与
と
本
市
職
員
給
与
と
の

差
）
を
解
消
す
る
等
の
た
め
に
本
市
職
員
給
与
を
改
定
し
た
も
の

給
与
構
造
改
革

給
与
制
度
の
総
合
的
見
直
し

-15-



【
市
 
長
】

（
単
位
：
円
）

期
末
手
当

札
幌

市
⑪

1,
31
8,
40
0

*
6,
46
7,
07
2

⑬
22
,2
87
,8
72

⑬
28
,8
76
,8
00

⑧
22
,2
87
,8
72

仙
台

市
⑨

1,
34
9,
30
0

*
6,
61
8,
64
4

⑪
22
,8
10
,2
44

⑥
33
,9
55
,2
00

⑦
22
,8
10
,2
44

さ
い
た
ま
市

⑦
1,
41
3,
35
0

*
6,
81
1,
11
8

⑦
23
,7
71
,3
18

⑪
29
,4
96
,0
00

④
(
23
,4
03
,8
20

)
千

葉
市

⑫
1,
31
7,
00
0

7,
11
1,
80
0

⑩
22
,9
15
,8
00

⑦
33
,5
04
,4
80

⑥
22
,9
15
,8
00

川
崎

市
⑧

1,
39
2,
00
0

*
6,
69
9,
36
0

⑨
23
,4
03
,3
60

⑨
29
,9
52
,0
00

⑤
23
,4
03
,3
60

横
浜

市
③

1,
59
9,
00
0

8,
63
4,
60
0

③
27
,8
22
,6
00

④
34
,3
84
,8
96

①
27
,8
22
,6
00

相
模

原
市

⑭
1,
27
9,
04
0

*
6,
09
8,
16
4

⑮
21
,4
46
,6
44

⑱
21
,9
26
,4
00

⑩
21
,4
46
,6
44

新
潟

市
⑳

1,
17
4,
00
0

4,
22
6,
40
0

⑳
18
,3
14
,4
00

⑭
28
,7
39
,5
20

⑯
18
,3
14
,4
00

静
岡

市
⑰

1,
25
0,
00
0

6,
67
5,
00
0

⑭
21
,6
75
,0
00

⑰
24
,0
00
,0
00

⑨
21
,6
75
,0
00

浜
松

市
⑮

1,
27
7,
00
0

6,
11
0,
44
5

⑯
21
,4
34
,4
45

⑲
20
,0
00
,0
00

⑪
21
,4
34
,4
45

名
古

屋
市

①
1,
68
7,
05
0

*
8,
13
0,
11
4

①
28
,3
74
,7
14

①
42
,2
49
,6
00

⑳
(

8,
00
0,
00
0
)

京
都

市
⑤

1,
52
9,
00
0

*
7,
09
2,
47
4

⑤
25
,4
40
,4
74

⑤
34
,0
27
,2
00

⑰
(
17
,8
08
,3
32

)
大

阪
市

②
1,
66
9,
00
0

8,
21
1,
48
0

②
28
,2
39
,4
80

―
―

⑱
(
16
,9
43
,6
88

)
堺

市
⑬

1,
30
9,
00
0

*
6,
75
4,
44
0

⑫
22
,4
62
,4
40

⑮
28
,5
60
,0
00

⑲
(
15
,7
23
,7
08

)
神

戸
市

④
1,
57
9,
20
0

*
8,
43
2,
92
8

④
27
,3
83
,3
28

②
41
,9
61
,6
00

⑫
(
21
,0
63
,3
69

)
岡

山
市

⑱
1,
19
4,
80
0

*
6,
45
1,
92
0

⑱
20
,7
89
,5
20

⑧
30
,6
24
,0
00

⑬
20
,7
89
,5
20

広
島

市
⑨

1,
34
9,
30
0

*
7,
28
6,
22
0

⑧
23
,4
77
,8
20

③
40
,8
72
,0
00

③
23
,4
77
,8
20

北
九

州
市

⑯
1,
26
6,
90
0

*
6,
12
3,
06
2

⑰
21
,3
25
,8
62

⑯
26
,5
68
,0
00

⑮
(
19
,1
00
,5
65

)
福

岡
市

⑥
1,
43
0,
00
0

*
6,
93
9,
40
0

⑥
24
,0
99
,4
00

⑨
29
,9
52
,0
00

②
24
,0
99
,4
00

熊
本

市
⑲

1,
19
3,
00
0

4,
86
7,
44
0

⑲
19
,1
83
,4
40

⑫
29
,2
04
,6
40

⑭
19
,1
83
,4
40

平
均

1,
37
8,
81
7

*
ー

23
,3
32
,9
08

30
,9
92
,3
33

(
20
,5
85
,2
01

)

京
都
府
知
事

1,
41
3,
44
8

*
6,
86
5,
06
4

23
,8
26
,4
40

38
,4
49
,9
20

(
21
,9
20
,3
24

)
注
１
：
＊
は
地
域
手
当
制
度
の
あ
る
都
市
 
 
 
 
／
 
 
 
 
注
２
：
（
参
考
）
の
（
 
）
内
は
給
与
減
額
措
置
後
の
実
年
間
支
給
額

（
参
考
）
給
与
減
額
措
置
後

の
実
年
間
支
給
額

制
度
値

政
令
指
定
都
市
の
市
長
・
副
市
長
の
月
例
給
等
（
令
和
6年

7月
1日

時
点
・
制
度
値
）

区
 
 
分

月
例
給

年
間
支
給
額

退
職
手
当

-16-



【
副
市
長
】

（
単
位
：
円
）

期
末
手
当

札
幌

市
⑫

1,
06
0,
90
0

*
5,
20
3,
97
2

⑫
17
,9
34
,7
72

⑦
18
,5
40
,0
00

⑨
17
,9
34
,7
72

仙
台

市
⑬

1,
05
0,
60
0

*
5,
15
3,
44
8

⑬
17
,7
60
,6
48

⑩
18
,1
15
,2
00

⑩
17
,7
60
,6
48

さ
い
た
ま
市

⑥
1,
11
0,
90
0

*
5,
35
3,
57
2

⑧
18
,6
84
,3
72

⑮
15
,3
01
,4
40

⑦
(
18
,3
94
,2
42

)
千

葉
市

⑪
1,
06
4,
00
0

5,
74
5,
60
0

⑪
18
,5
13
,6
00

⑧
18
,3
85
,9
20

⑤
18
,5
13
,6
00

川
崎

市
⑦

1,
10
2,
00
0

*
5,
30
3,
66
0

⑩
18
,5
27
,6
60

⑪
17
,3
28
,0
00

④
18
,5
27
,6
60

横
浜

市
①

1,
28
5,
00
0

6,
93
9,
00
0

①
22
,3
59
,0
00

④
21
,2
79
,6
00

①
22
,3
59
,0
00

相
模

原
市

⑭
1,
04
7,
20
0

*
4,
99
2,
80
6

⑭
17
,5
59
,2
06

⑯
13
,4
64
,0
00

⑫
17
,5
59
,2
06

新
潟

市
⑰

94
8,
00
0

3,
41
2,
80
0

⑳
14
,7
88
,8
00

⑭
15
,3
34
,8
48

⑳
14
,7
88
,8
00

静
岡

市
⑲

94
0,
00
0

5,
01
9,
60
0

⑰
16
,2
99
,6
00

⑱
11
,2
80
,0
00

⑭
16
,2
99
,6
00

浜
松

市
⑳

92
8,
00
0

4,
44
0,
48
0

⑱
15
,5
76
,4
80

⑳
10
,0
00
,0
00

⑱
15
,5
76
,4
80

名
古

屋
市

②
1,
26
5,
00
0

*
6,
09
6,
20
0

③
21
,2
76
,2
00

②
23
,7
60
,0
00

⑥
(
18
,5
02
,3
66

)
京

都
市

④
1,
21
0,
00
0

*
5,
61
2,
75
0

④
20
,1
32
,7
50

⑤
20
,8
03
,2
00

⑪
(
17
,7
16
,8
20

)
大

阪
市

⑧
1,
09
6,
00
0

5,
39
2,
32
0

⑨
18
,5
44
,3
20

⑥
19
,9
91
,0
40

⑯
(
15
,9
48
,1
15

)
堺

市
⑨

1,
08
9,
00
0

*
5,
61
9,
24
0

⑦
18
,6
87
,2
40

⑫
17
,1
07
,2
00

⑰
(
15
,8
84
,1
54

)
神

戸
市

③
1,
24
3,
20
0

*
6,
63
8,
68
8

②
21
,5
57
,0
88

①
26
,6
40
,0
00

⑧
(
18
,3
23
,5
24

)
岡

山
市

⑱
94
7,
60
0

*
5,
11
7,
04
0

⑯
16
,4
88
,2
40

⑰
13
,2
48
,0
00

⑬
16
,4
88
,2
40

広
島

市
⑩

1,
08
1,
50
0

*
5,
84
0,
10
0

⑥
18
,8
18
,1
00

③
23
,6
88
,0
00

③
18
,8
18
,1
00

北
九

州
市

⑮
1,
00
9,
40
0

*
4,
87
8,
53
8

⑮
16
,9
91
,3
38

⑬
15
,9
93
,6
00

⑮
(
16
,0
63
,7
99

)
福

岡
市

⑤
1,
14
4,
00
0

*
5,
55
1,
52
0

⑤
19
,2
79
,5
20

⑨
18
,2
20
,8
00

②
19
,2
79
,5
20

熊
本

市
⑯

94
9,
00
0

3,
87
1,
92
0

⑲
15
,2
59
,9
20

⑲
10
,9
32
,4
80

⑲
15
,2
59
,9
20

平
均

1,
07
8,
56
5

*
ー

18
,2
51
,9
43

17
,4
70
,6
66

(
17
,4
99
,9
28

)

京
都
府
副
知
事

1,
11
9,
16
2

*
5,
43
5,
72
8

18
,8
65
,6
72

21
,1
14
,7
20

(
18
,1
11
,0
40

)
注
１
：
＊
は
地
域
手
当
制
度
の
あ
る
都
市
 
 
 
 
／
 
 
 
 
注
２
：
（
参
考
）
の
（
 
）
内
は
給
与
減
額
措
置
後
の
実
年
間
支
給
額

（
参
考
）
給
与
減
額
措
置
後

の
実
年
間
支
給
額

政
令
指
定
都
市
の
市
長
・
副
市
長
の
月
例
給
等
（
令
和
6年

7月
1日

時
点
・
制
度
値
）

区
 
 
分

月
例
給

制
度
値

年
間
支
給
額

退
職
手
当

-17-



（
単
位
：
円
）

期
末
手
当

期
末
手
当

札
幌

市
⑨

1,
04
0,
00
0

5,
12
7,
20
0
⑨

17
,6
07
,2
00

⑥
17
,6
07
,2
00

⑧
95
0,
00
0

4,
68
3,
50
0
⑧

16
,0
83
,5
00

⑤
16
,0
83
,5
00

仙
台

市
⑪

1,
02
0,
00
0

5,
02
8,
60
0
⑪

17
,2
68
,6
00

⑧
17
,2
68
,6
00

⑪
91
0,
00
0

4,
48
6,
30
0
⑪

15
,4
06
,3
00

⑧
15
,4
06
,3
00

さ
い
た
ま
市

⑫
99
2,
00
0

4,
89
0,
56
0
⑫

16
,7
94
,5
60

⑩
16
,7
94
,5
60

⑫
88
6,
00
0

4,
36
7,
98
0
⑫

14
,9
99
,9
80

⑩
14
,9
99
,9
80

千
葉

市
⑭

93
0,
00
0

5,
02
2,
00
0
⑭

16
,1
82
,0
00

⑬
16
,1
82
,0
00

⑭
84
0,
00
0

4,
53
6,
00
0
⑬

14
,6
16
,0
00

⑬
14
,6
16
,0
00

川
崎

市
⑩

1,
03
0,
00
0

5,
07
7,
90
0
⑩

17
,4
37
,9
00

⑦
17
,4
37
,9
00

⑩
92
0,
00
0

4,
53
5,
60
0
⑩

15
,5
75
,6
00

⑦
15
,5
75
,6
00

横
浜

市
②

1,
17
9,
00
0

6,
36
6,
60
0
①

20
,5
14
,6
00

①
20
,5
14
,6
00

②
1,
06
1,
00
0

5,
72
9,
40
0
①

18
,4
61
,4
00

①
18
,4
61
,4
00

相
模

原
市

⑳
77
9,
00
0

3,
84
0,
47
0
⑲

13
,1
88
,4
70

⑲
13
,1
88
,4
70

⑲
71
3,
00
0

3,
51
5,
09
0
⑰

12
,0
71
,0
90

⑰
12
,0
71
,0
90

新
潟

市
⑲

78
6,
00
0

2,
82
9,
60
0
⑳

12
,2
61
,6
00

⑳
12
,2
61
,6
00

⑳
70
7,
00
0

2,
54
5,
20
0
⑳

11
,0
29
,2
00

⑳
11
,0
29
,2
00

静
岡

市
⑯

82
4,
00
0

4,
40
0,
16
0
⑯

14
,2
88
,1
60

⑯
14
,2
88
,1
60

⑰
73
5,
00
0

3,
92
4,
90
0
⑯

12
,7
44
,9
00

⑯
12
,7
44
,9
00

浜
松

市
⑱

80
3,
00
0

3,
84
2,
35
5
⑰

13
,4
78
,3
55

⑰
13
,4
78
,3
55

⑱
71
7,
00
0

3,
43
0,
84
5
⑱

12
,0
34
,8
45

⑱
12
,0
34
,8
45

名
古

屋
市

①
1,
22
5,
00
0

5,
50
6,
37
4
②

20
,2
06
,3
74

④
(

18
,0
01
,3
74

)
①

1,
07
8,
00
0

4,
84
5,
61
0
③

17
,7
81
,6
10

⑥
(

15
,8
41
,2
10

)
京

都
市

④
1,
12
0,
00
0

5,
27
8,
00
0
④

18
,7
18
,0
00

⑭
(

16
,0
30
,0
00

)
④

1,
03
0,
00
0

4,
85
3,
87
4
④

17
,2
13
,8
74

⑪
(

14
,7
41
,8
74

)
大

阪
市

⑥
1,
08
0,
00
0

5,
11
9,
20
0
⑦

18
,0
79
,2
00

⑪
(

16
,5
19
,2
00

)
⑦

96
0,
00
0

4,
55
0,
40
0
⑨

16
,0
70
,4
00

⑫
(

14
,6
78
,4
00

)
堺

市
⑬

95
0,
00
0

4,
90
2,
00
0
⑬

16
,3
02
,0
00

⑫
16
,3
02
,0
00

⑬
85
0,
00
0

4,
38
6,
00
0
⑭

14
,5
86
,0
00

⑭
14
,5
86
,0
00

神
戸

市
③

1,
14
0,
00
0

6,
08
7,
60
0
③

19
,7
67
,6
00

②
19
,7
67
,6
00

③
1,
04
0,
00
0

5,
55
3,
60
0
②

18
,0
33
,6
00

②
18
,0
33
,6
00

岡
山

市
⑮

85
0,
00
0

4,
59
0,
00
0
⑮

14
,7
90
,0
00

⑮
14
,7
90
,0
00

⑮
77
0,
00
0

4,
15
8,
00
0
⑮

13
,3
98
,0
00

⑮
13
,3
98
,0
00

広
島

市
⑦

1,
06
0,
00
0

5,
72
4,
00
0
⑤

18
,4
44
,0
00

③
18
,4
44
,0
00

⑨
93
0,
00
0

5,
02
2,
00
0
⑦

16
,1
82
,0
00

④
16
,1
82
,0
00

北
九

州
市

⑤
1,
09
0,
00
0

5,
29
4,
67
4
⑥

18
,3
74
,6
74

⑨
(

16
,8
20
,7
16

)
⑤

98
0,
00
0

4,
76
0,
35
0
⑤

16
,5
20
,3
50

⑨
(

15
,1
23
,2
12

)
福

岡
市

⑦
1,
06
0,
00
0

5,
22
5,
80
0
⑧

17
,9
45
,8
00

⑤
17
,9
45
,8
00

⑥
97
0,
00
0

4,
78
2,
10
0
⑥

16
,4
22
,1
00

③
16
,4
22
,1
00

熊
本

市
⑰

82
2,
00
0

3,
35
3,
76
0
⑱

13
,2
17
,7
60

⑱
13
,2
17
,7
60

⑯
74
8,
00
0

3,
05
1,
84
0
⑲

12
,0
27
,8
40

⑲
12
,0
27
,8
40

平
均

98
9,
00
0

ー
16
,7
43
,3
43

(
16
,3
42
,9
95

)
88
9,
75
0

ー
15
,0
62
,9
29

(
14
,7
02
,8
53

)

京
都

府
1,
12
0,
00
0

5,
44
0,
40
0

18
,8
80
,4
00

18
,8
80
,4
00

1,
03
0,
00
0

5,
00
3,
22
4

17
,3
63
,2
24

17
,3
63
,2
24

注
：
（
参
考
）
の
（
 
）
内
は
報
酬
等
減
額
措
置
後
の
実
年
間
支
給
額

政
令
指
定
都
市
の
市
会
議
員
の
報
酬
額
等
（
令
和
6年

7月
1日

時
点
・
制
度
値
）

区
 
 
分

報
酬
月
額

年
間
支
給
額

報
酬
月
額

年
間
支
給
額

制
度
値

制
度
値

議
長

（
参
考
）
報
酬
等
減
額
措

置
後
の
実
年
間
支
給
額

副
議
長

（
参
考
）
報
酬
等
減
額
措

置
後
の
実
年
間
支
給
額
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（
単
位
：
円
）

期
末
手
当

札
幌

市
⑧

86
0,
00
0

4,
23
9,
80
0
⑨

14
,5
59
,8
00

⑤
14
,5
59
,8
00

仙
台

市
⑩

84
0,
00
0

4,
14
1,
20
0
⑩

14
,2
21
,2
00

⑦
14
,2
21
,2
00

さ
い
た
ま
市

⑫
81
9,
00
0

4,
03
7,
67
0
⑫

13
,8
65
,6
70

⑨
13
,8
65
,6
70

千
葉

市
⑭

77
0,
00
0

4,
15
8,
00
0
⑬

13
,3
98
,0
00

⑬
13
,3
98
,0
00

川
崎

市
⑪

83
0,
00
0

4,
09
1,
90
0
⑪

14
,0
51
,9
00

⑧
14
,0
51
,9
00

横
浜

市
③

95
3,
00
0

5,
14
6,
20
0
①

16
,5
82
,2
00

①
16
,5
82
,2
00

相
模

原
市

⑰
67
0,
00
0

3,
30
3,
10
0
⑰

11
,3
43
,1
00

⑰
11
,3
43
,1
00

新
潟

市
⑲

65
9,
00
0

2,
37
2,
40
0
⑳

10
,2
80
,4
00

⑳
10
,2
80
,4
00

静
岡

市
⑱

66
3,
00
0

3,
54
0,
42
0
⑯

11
,4
96
,4
20

⑯
11
,4
96
,4
20

浜
松

市
⑳

64
8,
00
0

3,
10
0,
68
0
⑲

10
,8
76
,6
80

⑲
10
,8
76
,6
80

名
古

屋
市

①
99
0,
00
0

4,
45
0,
05
0
②

16
,3
30
,0
50

⑥
(

14
,5
48
,0
50

)
京

都
市

②
96
0,
00
0

4,
52
4,
00
0
④

16
,0
44
,0
00

⑩
(

13
,7
40
,0
00

)
大

阪
市

⑤
88
0,
00
0

4,
17
1,
20
0
⑧

14
,7
31
,2
00

⑫
(

13
,4
59
,2
00

)
堺

市
⑬

78
0,
00
0

4,
02
4,
80
0
⑭

13
,3
84
,8
00

⑭
13
,3
84
,8
00

神
戸

市
④

93
0,
00
0

4,
96
6,
20
0
③

16
,1
26
,2
00

②
16
,1
26
,2
00

岡
山

市
⑮

71
0,
00
0

3,
83
4,
00
0
⑮

12
,3
54
,0
00

⑮
12
,3
54
,0
00

広
島

市
⑧

86
0,
00
0

4,
64
4,
00
0
⑤

14
,9
64
,0
00

③
14
,9
64
,0
00

北
九

州
市

⑤
88
0,
00
0

4,
27
4,
60
0
⑦

14
,8
34
,6
00

⑪
(

13
,5
80
,0
28

)
福

岡
市

⑤
88
0,
00
0

4,
33
8,
40
0
⑥

14
,8
98
,4
00

④
14
,8
98
,4
00

熊
本

市
⑯

67
8,
00
0

2,
76
6,
24
0
⑱

10
,9
02
,2
40

⑱
10
,9
02
,2
40

平
均

81
3,
00
0

ー
13
,7
62
,2
43

(
13
,4
31
,6
14

)

京
都

府
96
0,
00
0

4,
66
3,
20
0

16
,1
83
,2
00

16
,1
83
,2
00

注
：
（
参
考
）
の
（
 
）
内
は
報
酬
等
減
額
措
置
後
の
実
年
間
支
給
額

年
間
支
給
額

（
参
考
）
報
酬
等
減
額
措

置
後
の
実
年
間
支
給
額

議
員

政
令
指
定
都
市
の
市
会
議
員
の
報
酬
額
等
（
令
和
6年

7月
1日

時
点
・
制
度
値
）

制
度
値

区
 
 
分

報
酬
月
額
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札 幌 市 ④ 1,965,305 ③ 1,121.26 ④ 12,000
仙 台 市 ⑪ 1,092,708 ⑦ 786.35 ⑫ 5,839
さいたま市 ⑨ 1,347,547 ⑱ 217.43 ⑩ 6,676
千 葉 市 ⑫ 981,909 ⑯ 271.76 ⑬ 5,067
川 崎 市 ⑥ 1,548,254 ⑳ 142.96 ⑧ 8,013
横 浜 市 ① 3,767,635 ⑪ 438.23 ① 19,579
相 模 原 市 ⑱ 723,435 ⑭ 328.91 ⑳ 3,372
新 潟 市 ⑯ 767,713 ⑧ 726.19 ⑮ 4,263
静 岡 市 ⑳ 673,804 ② 1,411.93 ⑲ 3,526
浜 松 市 ⑮ 776,750 ① 1,558.11 ⑯ 4,101
名 古 屋 市 ③ 2,322,143 ⑮ 326.46 ③ 13,948
京 都 市 ⑧ 1,436,247 ⑤ 827.83 ⑥ 9,554
大 阪 市 ② 2,777,328 ⑰ 225.34 ② 19,514
堺 市 ⑭ 808,404 ⑲ 149.83 ⑭ 4,433
神 戸 市 ⑦ 1,492,953 ⑨ 557.05 ⑦ 9,316
岡 山 市 ⑲ 712,940 ⑥ 789.95 ⑱ 3,777
広 島 市 ⑩ 1,180,822 ④ 906.69 ⑨ 7,076
北 九 州 市 ⑬ 909,579 ⑩ 492.50 ⑪ 6,140
福 岡 市 ⑤ 1,645,863 ⑬ 343.47 ⑤ 11,049
熊 本 市 ⑰ 735,675 ⑫ 390.32 ⑰ 4,055

※ 面積は国土交通省国土地理院 令和6年全国都道府県市区町村別面積調
 （4月1日時点）より
※ 歳出は令和5年度決算（普通会計）

政令指定都市の人口・歳出規模等の比較

歳出（億円）人口（人） 面積（㎢）

※ 人口は令和6年4月1日現在の推計人口。
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98
.1

98
.6

99
.5

99
.9

10
0

99
.9

10
2.

4

10
5.

6

94
.0

96
.0

98
.0

10
0.

0
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2.

0

10
4.

0

10
6.

0

10
8.

0

H2
8

H2
9

H3
0

R1
R2

R3
R4

R5

消
費
者
物
価
指
数
(京
都
市
）
の
推
移
（
令
和
２
年
＝
１
０
０
）

※
「
総
務
省

20
20
年
（
令
和

2年
）
基
準

消
費
者
物
価
指
数
」
か
ら
作
成
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0

10
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0

10
4.

0

10
5.

0

令
和

５
年

（
２
０

２
３
）

消
費

者
物

価
地
域

差
指

数
（

全
国
平

均
＝

１
０

０
）

※
「
総
務
省

小
売
物
価
統
計
調
査
（
構
造
編
）

20
23
年
（
令
和
５
年
）
結
果
」
か
ら
作
成

※
消
費
者
物
価
地
域
差
指
数
：
各
地
域
の
物
価
水
準
を
全
国
の
物
価
水
準
を

10
0と

し
た
指
数
値
で
示
し
た
も
の
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(単
位
：
万
円
）

会
長

副
会
長

社
長

副
社
長

専
務

常
務

専
任
取
締
役

全
規
模

63
91
.1

58
21
.5

51
96
.8

44
94
.4

32
46
.9

24
80
.0

20
86
.6

3,
00
0人

以
上

93
05
.8

＊
75
79
.4

86
02
.6

60
08
.8

45
45
.0

33
54
.8

29
90
.8

1,
00
0人

以
上
3,
00
0人

未
満

58
13
.1

＊
62
05
.7

52
75
.6

39
47
.9

33
43
.6

24
64
.2

21
00
.3

50
0人

以
上
1,
00
0人

未
満

56
36
.4

＊
30
62
.6

42
25
.5

35
10
.6

25
43
.4

21
54
.4

18
36
.6

※
 
＊
は
集
計
実
人
員
が
20
人
以
下
で
あ
る
こ
と
を
示
す
。

※
 
人
事
院
 
令
和
５
年
民
間
企
業
に
お
け
る
役
員
報
酬
（
給
与
）
調
査
か
ら
作
成

※
 
令
和
４
年
の
１
年
間
引
き
続
い
て
在
任
し
た
常
勤
の
役
員
に
、
同
年
中
に
支
払
わ
れ
た
賞
与
を
含
む
年
間
報
酬
（
給
与
）
を
示
す
。

民
間
役
員
の
年
間
報
酬
の
状
況
（
企
業
規
模
別
・
役
名
別
）
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○京都市特別職の職員の給与に関する条例（抄） 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、市長、副市長、教育長、常勤の監査委員及び公営企業の管理者（以下

「特別職の職員」という。）の給与に関し必要な事項を定めるものとする。 

（給料） 

第２条 特別職の職員の給料月額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に掲げる額と

する。 

(１) 市長 1,390,000円 

(２) 副市長 1,100,000円 

(３) 教育長 京都市職員給与条例（以下「給与条例」という。）別表第１の１行政職給

料表の適用を受ける職員で職務の級が７級である職員（以下「７級職員」という。）の

うち、その級における最高の号給を受ける職員の例による額 

(４) 常勤の監査委員 660,000円 

(５) 公営企業の管理者 ７級職員のうち、その級における最高の号給を受ける職員の例

による額 

２ 前項に定めるもののほか、特別職の職員の給料の支給については、給与条例の適用を受

ける常勤の職員（以下「一般職の職員」という。）の例による。 

（通勤手当） 

第３条 特別職の職員の通勤手当は、一般職の職員の例により支給する。 

（地域手当） 

第４条 特別職の職員の地域手当は、一般職の職員の例により支給する。 

（期末手当） 

第５条 期末手当は、６月１日及び12月１日（以下この条においてこれらの日を「基準日」

という。）にそれぞれ在職する特別職の職員に対し、それぞれ基準日の属する月の別に定

める日に支給する。基準日前１月以内に退職した特別職の職員で別に定めるものについて

も、同様とする。 

２ 期末手当の額は、算定基礎額に、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に掲げる割合を

乗じて得た額とする。 

(１) 市長、副市長及び常勤の監査委員（以下「市長等」という。） 100分の162.5以内 

(２) 教育長及び公営企業の管理者（以下「教育長等」という。） 100分の215以内 

３ 前項の算定基礎額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に掲げる額とする。 

(１) 市長等 それぞれその基準日現在（退職した市長等にあっては、退職した日現在）

において市長等が受けるべき給料月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額に次に

掲げる額を加算した額 

ア 給料月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額に100分の20を乗じて得た額 

イ 給料月額に100分の25を乗じて得た額 

(２) 教育長等 ７級職員の期末手当の算定基礎額の例による額 

４ 前３項に定めるもののほか、特別職の職員の期末手当の支給については、一般職の職員

の例による。 

（退職手当） 

第６条 特別職の職員が退職したときは、その者（死亡による退職の場合は、その遺族）に

対し、退職手当を支給する。ただし、その支給は、任期ごとに行うことができる。 

第７条 退職手当の額は、退職の日におけるその者の給料月額に在職月数を乗じて得た額に、

次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に掲げる割合を乗じて得た額とする。 

(１) 市長 100分の51 

(２) 副市長 100分の39.4 

(３) 教育長 100分の30.8 

(４) 常勤の監査委員 100分の15.4 
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(５) 公営企業の管理者 100分の30.8 

２ 前項の規定にかかわらず、国家公務員法第60条の２第２項に規定する定年前再任用短時

間勤務職員（以下「国家公務員定年前再任用短時間勤務職員」という。）以外の一般職の

国家公務員（国家公務員定年前再任用短時間勤務職員以外の一般職の国家公務員を退職し、

退職手当の支給を受けることなく引き続いて一般職の地方公務員となった者（以下「特定

地方公務員」という。）を含む。第２号及び次条において同じ。）から退職手当の支給を

受けることなく引き続いて特別職の職員となった者が退職した場合における退職手当の額

は、次に掲げる額の合計額とする。 

(１) 特別職の職員としての在職月数（次条の規定により通算されることとなる期間を除

く。）について前項の規定を準用して算定した額 

(２) 次条の規定により特別職の職員としての在職月数に通算されることとなる期間につ

いて、その者が当該国家公務員（特定地方公務員にあっては、一般職の地方公務員）を

退職した日（以下この号において「基準日」という。）に受けていた給料の特別職の職

員を退職した日現在の月額を基礎とし、かつ、基準日に本市の職員を退職したものとし

て、京都市職員退職手当支給条例の規定を準用して算定した額 

３ 前２項の在職月数に１月未満の端数があるときは、これを１月に切り上げるものとする。 

４ 第１項及び第２項の規定により計算して得た額に１円未満の端数があるときは、これを

切り捨てるものとする。 

第８条 国家公務員定年前再任用短時間勤務職員以外の一般職の国家公務員が退職し、退職

手当の支給を受けることなく引き続いて特別職の職員となった場合における当該一般職の

国家公務員としての引き続いた在職期間（特定地方公務員にあっては、国家公務員として

の在職期間及び地方公務員としての在職期間）は、その者の特別職の職員としての在職月

数に通算する。 

第９条 第６条及び第７条の規定にかかわらず、市長は、特別の理由があると認めるときは、

議会の議決を経て、退職手当を支給せず、又はその額を変更することができる。 

２ 前条に規定する特別職の職員が退職し、引き続いて国家公務員定年前再任用短時間勤務

職員以外の一般職の国家公務員となった場合においては、第６条の規定にかかわらず、退

職手当は、支給しない。 

第10条 第６条から前条までに定めるもののほか、特別職の職員の退職手当の支給について

は、京都市職員退職手当支給条例の適用を受ける職員の例による。 

（教育長等の手当） 

第11条 第３条から前条までに定めるもののほか、教育長等の手当は、７級職員の例により

支給する。 

（公営企業の管理者の控除金） 

第12条 第２条から第５条まで及び前２条の規定にかかわらず、公営企業の管理者に給与を

支給する際、公営企業に従事する企業職員との均衡を考慮して別に定めるものについては、

その給与から控除することができる。 

（委任） 

第13条 この条例において別に定めることとされている事項及びこの条例の施行に関し必要

な事項については、市長が定める。 

附 則 抄 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（関係条例の廃止） 

２ 京都市特別職職員退職手当支給条例は、廃止する。 

（適用区分） 

３ 第６条から第10条までの規定は、この条例の施行の日以後の退職に係る退職手当につい

て適用し、同日前の退職に係る退職手当については、なお従前の例による。 
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○京都市長等の給与の額の特例に関する条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、市長等（市長及び副市長をいう。以下同じ。）に支給する給料、地域

手当及び期末手当の額について、京都市特別職の職員の給与に関する条例（以下「特別職

給与条例」という。）の特例を定めるものとする。 

（給料、地域手当及び期末手当の額の特例） 

第２条 令和６年４月１日から令和７年３月31日までの間に支給する市長等の給料、地域手

当及び期末手当の額は、特別職給与条例の規定にかかわらず、特別職給与条例の規定を適

用した場合にその者が支給を受けることができる額から、当該額に次の各号に掲げる職員

の区分に応じ当該各号に掲げる割合を乗じて得た額を減じた額（その額に１円未満の端数

があるときは、これを切り捨てた額）とする。 

(１) 市長 100分の30 

(２) 副市長 100分の12 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（この条例の失効） 

２ この条例は、令和７年３月31日限り、その効力を失う。 
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○京都市会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当の支給に関する条例（抄） 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法第203条第４項の規定に基づき、市会議員の議員報酬、費用

弁償及び期末手当の支給に関し必要な事項を定めるものとする。 

（議員報酬の額） 

第２条 議員報酬の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に掲げるとおりとする。 

(１) 議長 月額1,120,000円以内 

(２) 副議長 月額1,030,000円以内 

(３) 議員（議長及び副議長を除く。） 月額960,000円以内 

（議員報酬の支給） 

第３条 議員報酬は、その月分を翌月７日までに支給する。ただし、退職又は死亡の場合は、

その際これを支給する。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、特別の事情がある場合においては、市長は、その支給方

法について定めることができる。 

第４条 就職し、若しくは退職した月又は異動があった月は、日割りにより計算した額を支

給する。 

２ 議員報酬を受けるべき者が死亡したときは、その月分の全額を支給する。 

（費用の弁償） 

第５条 市会議員が職務のため出張するときは、費用弁償として京都市旅費条例を準用し、

同条例別表の特級相当額をその都度支給する。 

（期末手当） 

第６条 議長、副議長及び議員で、６月１日及び12月１日（以下これらの日を「基準日」と

いう。）にそれぞれ在職するものに対し、それぞれ基準日の属する月に期末手当を支給す

る。 

２ 期末手当の額は、前項に規定する者が受けるべき議員報酬月額に100分の145を乗じて得

た額に、100分の162.5以内の割合を乗じて得た額とする。 

３ 前項の議員報酬月額は、基準日以前６月間において職に異動がなかった者については、

その者が基準日現在において受けるべき議員報酬月額とし、当該期間内において職に異動

があった者については、その者がそれぞれの職に在職した期間を勘案して市長が定める額

とする。 

４ 期末手当の支給日については、京都市職員給与条例の適用を受ける職員の例による。 

５ 基準日前１月以内に議員を退職し、又は死亡した者については、前各項の規定に準じて

期末手当を支給する。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、議員報酬、費用弁償及び期末手当の支給に関し必要

な事項は、市長が定める。 

附 則 抄 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、平成20年９月１日以後の期間に係る議員報酬につい

て適用する。 

（関係条例の廃止） 

２ 京都市会議員期末手当支給条例は、廃止する。 
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○京都市会議員の議員報酬の額の特例に関する条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、市会議員に支給する議員報酬の額について、京都市会議員の議員報酬、

費用弁償及び期末手当の支給に関する条例（以下「条例」という。）の特例を定めるもの

とする。 

（議員報酬の額の特例） 

第２条 令和６年１月１日から令和９年３月31日までにおける市会の議長、副議長及び議員

の議員報酬の額は、条例の規定にかかわらず、条例の規定を適用した場合にその者が支給

を受けることができる額から、当該額に100分の20を乗じて得た額（その額に１円未満の端

数があるときは、これを切り捨てた額）を減じた額とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年１月１日から施行する。 

（この条例の失効） 

２ この条例は、令和９年３月31日限り、その効力を失う。 
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